
○国有地の売払申請に当たっては次の書類が必要となります。 

○売払申請書には以下の順番で編綴してください。 

編

綴 

順 

添付書類 

 申請者 

備考 
部数 個人 

一般 

法人 

宗教 

法人 

地縁 

団体 

公共 

団体 

1 売払申請書 1 ○ ○ ○ ○ ○ 別添１ 

2 

住民票又は居住証明書 1 ○ ― ― ― ― 

3 か月以内に発行されたもの 

個人番号（マイナンバー）の記

載がされていないもの 

法人登記事項証明又は資格証明書 1 ― ○ ○ ○ ― 3 か月以内に発行されたもの 

印鑑証明書 1 ― ○ ○ ○ ― 

3 か月以内に発行されたもの 

地縁団体で印鑑登録されていな

い場合は、代表者個人の印鑑証

明書 

定款（寄附行為） 1 ― △ ― ― ― 

貸付中の財産の売払及び国有地

が地形狭長等単独利用困難な場

合は省略可 

宗教法人：宗教法人規則 

地縁団体：地縁団体規約 
1 ― ― △ △ ― 

貸付中の財産の売払及び国有地

が地形狭長等単独利用困難な場

合は省略可 

最近の損益計算書、貸借対照表、財産目

録及び営業報告書 
1 ― △ △ ― ― 

貸付中の財産の売払及び国有地

が地形狭長等単独利用困難な場

合は省略可 

宗教法人：責任役員の議決書等 

地縁団体：国有地取得の総会等議決記録 
1 ― ― ○ ○ ― 

 

議決書又は専決の根拠条例 1 ― ― ― ― ○ 
 

予算書又は予算措置確約書 1 ― ― ― ― ○ 
 

3 位置図 1 ○ ○ ○ ○ ○ 
申請地及び最寄りの交通機関等

が入っているもの 

4 案内図 1 ○ ○ ○ ○ ○ 
周辺の状況が確認できる住宅地

図等 

5 公図（旧公図） 1 ○ ○ ○ ○ ○ 3 か月以内に発行されたもの 

6 地積測量図 1 ○ ○ ○ ○ ○  

7 現況平面図（配置図又は利用計画図） 1 ○ ○ ○ ○ ○  

8 現況写真及び撮影方向を示した図面 1 ○ ○ ○ ○ ○  

9 
利害関係者（隣接土地所有者等）の売払

同意書 
1 ○ ○ ○ ○ ○ 別添２ 

10 登記簿調査表（登記簿謄本）等 1 ○ ○ ○ ○ ○ 
別添３ 

公図への記載でも可 

11 

法定外公共物にかかる機能の有無又は

市町村所有でないことを証する書類（名

古屋市地域の場合は不要） 

1 △ △ △ △ △ 
別添４（当局と境界確定済みの

場合は提出不要） 

12 既往使用料確認書 1 △ △ △ △ △ 

別添５ 

売払する国有地を使用している

場合に添付 

13 
建物の不動産登記簿又は家屋に係る固

定資産税課税証明書 
1 △ △ △ △ △ 

10 年以上建物敷地として使用さ

れている場合 

14 事業計画書、利用計画書 1 ― △ △ △ △ 大規模造成等の場合に添付 

15 
代理人を証する書面 1 △ △ △ △ △  

法定代理人等の同意書 1 △ ― ― ― ―  

16 監督官庁の許可書（写） 1 △ △ △ △ △  

17 誓約書 1 △ △ △ △ △ 別添６ 

18 売買契約書又は取引事例一覧表 1 △ △ △ △ △  

19

登 

記 

関 

係 

所有権保存登記承諾申請書 1 △ △ △ △ △ 
別添７ 

未登記財産の場合 

公図 2 △ △ △ △ △  

土地所在図 2 △ △ △ △ △  

地積測量図 2 △ △ △ △ △  

所有権移転登記嘱託請求書 1 △ △ △ △ △ 

別添８ 

登記済財産の場合（売買契約締

結時に提出） 

・△は必要に応じて添付 

・開発行為に関する売払申請など、すでに取引の事例が存在している場合は、取引先例に関する資料の提出をお願いする場合がありま

す。 



売払申請書記載要領 

 

普通財産売払申請書の記入や添付書類は、以下の事項に注意して作成してく

ださい。 

 

 

【１．売払申請書】 

 ⑴ 様式が定められています。【別添１】 

⑵ 申請者の住所・氏名欄については、次の点に留意してください。 

① 申請者の住所・氏名は住民票（法人登記簿）に一致させ、正確に記載し

てください。また、申請人が複数の場合は、持分を記載してください。 

 ② 神社、寺院等が申請する場合、申請者は代表役員（法人格のない社寺、

寺院等は主管者）のほか、氏子、だん徒等の総代も連署してください。 

 ③ 個人の場合は自署による署名及び押印、法人の場合は記名及び代表者

印の押印を原則とします。 

※個人の場合であって、自署による署名が困難な場合は、実印による押

印及び印鑑証明書の提出が必要です。 

なお、個人が申請する場合を除き使用する印鑑は実印とし、売払申請書

及び契約に関する書類の全てに同じ印鑑を使用してください。 

また、地縁団体で印鑑登録がなされていない場合は、代表者個人の実

印を押印してください。 

   個人の場合は実印である必要はありませんが、売払申請書及び契約に

関する書類の全てに同じ印鑑を使用してください。 

⑶ 所在地欄には、物件毎に不動産登記事項証明書の地番（無地番地の場合

は、隣接土地の地番地先）を記載してください。 

また、物件数が多いため、申請書欄が不足する場合は、代表物件の所在を

記載し、外○件（内訳は別紙のとおり）とし、別紙で内訳表を作成してく

ださい。（内訳表には物件の所在地、区分、種目、構造、数量について一覧

表にしてください。） 

⑷ 区分欄には、土地、立木竹、建物、工作物の区分別に記載してください。 

⑸ 種目欄には、現況地目（宅地、畑、雑種地など）を記載してください。 

⑹ 構造欄には、区分欄が土地以外である場合に記載してください。 

⑺ 数量欄には、各筆毎に小数点第３位を切捨て小数点第２位の数量までを記

載してください。 

また、筆数が多くて当該欄に記載できない場合は内訳表を作成し、数量欄



には合計数量を記載してください。 

⑻ 使用目的欄については、住宅敷地、事務所敷地等具体的な使用目的を記載

してください。 

⑼ 売払申請書の下段に、作成者（行政書士等）の住所、氏名、担当者、連絡

先を必ず明記のうえ、職印を押印してください。 

 

【２．証明書類】 

⑴ 申請者が個人の場合 

  ① 住民票又は居住証明書（３か月以内に発行されたもの） 

（注）売払申請書提出後に住所変更等があった場合は速やかに申し出てく

ださい。 

⑵ 申請人が法人の場合 

① 住所及び代表者等を記載した登記事項証明書（法人登記簿抄本）又は資

格証明書（３か月以内に発行されたもの） 

   地縁団体の場合は、地縁団体登録証明書（登録の代表者が変更している

場合は、代表者を確認できる議事録等の書面を添付してください。） 

（注）売払申請書提出後に社名変更等があった場合は、速やかに申し出て 

ください。 

② 印鑑証明書（３か月以内に発行されたもの） 

  地縁団体で印鑑登録がされていない場合は、代表者個人の印鑑証明書 

③ 法人の定款又は寄附行為（宗教法人にあっては宗教法人規則） 

 （注）貸付中又は地形狭長等単独利用困難な国有地の場合は省略可 

④ 直近の損益計算書、貸借対照表、又は営業報告書（宗教法人にあっては 

財産目録） 

 （注）貸付中又は地形狭長等単独利用困難な国有地の場合は省略可    

（ただし、延納売払の場合は省略不可） 

⑤ 宗教法人にあっては、財産取得にかかる責任役員の議決書又は当該宗教 

法人を包括する宗教法人の承認書 

⑥ 地縁団体の場合は、国有地の取得について総会等で議決されたことが確 

認できる議事録等 

⑶ 地方公共団体等の場合 

① 公共団体の議決機関の議決を要する場合は、議決書の写又は執行機関の

専決処分に属する場合はその根拠条例（土地改良法に定める土地改良区等

にあっては定款又は組合規約） 

② 予算措置を確認できる予算書等の抜粋又は予算措置を行う旨の確約書 

 



【３．位置図】 

 ⑴ 縮尺 1/10,000～1/25,000 の地図を使用し、方位、縮尺を記載してくださ

い（Ａ版規格）。 

 ⑵ 図面には、申請地を朱色で表示し、最寄りの鉄道駅又は市役所等公共施設

の位置を黄色で表示してください。 

⑶ 大規模な造成の場合は、事業区域を表示してください。 

 

【４．案内図】 

 ⑴ 住宅地図を使用（住宅地図がない場合は、1/2,500 程度の地図）し、方位、

縮尺を記載してください（Ａ版規格）。 

⑵ 申請地を朱色、一体利用地を緑線で表示してください。 

 

【５．公図（又は不動産登記法第 14 条地図）】 

⑴ 法務局備付けの図面（公図）又は不動産登記法第 14 条に規定する地図（以

下「公図等」という。）を謄写（複写）し、方位、縮尺、謄写年月日、作成

者の氏名（土地家屋調査士等）を記載し、押印してください。（３か月以内

に発行されたもの） 

（注）謄写範囲は申請者の一体利用地及び隣接土地が確認できる範囲 

 特に字境で公図等が別れている場合は、字境を接続することなく、２cm 程

度離し、「不接合」と記載し、字境の接続箇所を明示してください。 

⑵ 公図等には、申請地を朱色、一体利用地を緑線で着色表示してください。 

⑶ 一体利用地及び一体利用地に隣接する土地については、各筆の地目、数量、

所有者、取得原因、取得年月日を記載してください。 

（注）10．登記簿調査表を作成する場合は記載不要です。【別添３】 

⑷ 都市計画等により、道路拡幅、道路新設等が決定していて、これに含まれ

る場合は、必ず明示線を入れ、道路名、計画内容を具体的に記入してくださ

い。 

 

【６．地積測量図】 

⑴ 表示登記が可能な図面を添付してください。 

⑵ 地積測量図面は縮尺 1/250 を原則とし、所在、縮尺、方位、地番、隣接の

地番、地積、作成年月日、作成者の氏名（土地家屋調査士等）を記載し、職

印を押印してください。 

⑶ 地積測量図は、隣接地との境界を確認したうえで作成してください。 

⑷ 地積の計算は１筆毎に、現況が宅地と田のように１筆の土地に２以上の

形態がある場合は、現況毎に分け、各々１筆として計算してください。 



 

【７．現況平面図】 

 ⑴ 原則、実測平面図を添付してください。 

⑵ 実測平面図（縮尺 1/250 程度）には、現状が把握できるよう対象地の周辺

道路、水路、建物等を表示し、申請地を朱色、一体利用地（利用範囲）を緑

線で表示してください。 

  また、所在、地番、縮尺、方位、辺長、実測年月日、作成者の氏名（土地

家屋調査士等）を記載し、職印を押印してください。 

⑶ 現況写真の撮影位置（方向、番号）を表示してください。 

⑷ 現況と利用計画が異なる場合は、利用計画図も添付してください。 

 

【８．現況写真及び撮影方向を示した図面】 

 ⑴ 申請物件及び一体利用地の全景が分かる写真を添付してください。 

 ⑵ 現況平面図に撮影方向を表示した写真番号を記載してください。 

⑶ 写真に申請物件の位置を朱書きしてください。 

 ⑷ 写真には撮影年月日を記載してください。 

 

【９．利害関係者（隣接土地所有者等）の同意書】 

 申請地の隣接土地所有者の同意は、点接を含む全ての者の同意が必要と

なります。【別添２】 

（注）境界確定協議書において売払の同意を得ている場合は、その写を添付

してください。 

⑴ 個人の場合は、本人が住所、氏名を自署し、押印（本人が自署できない

場合は、実印を押印のうえ印鑑証明書を添付）してください。 

⑵ 法人の場合は、代表者印を押印 

⑶ 国、県の場合は、申請行為を必要とするため、特に様式は定めませんが、

申請者に売払いすることについて同意する（支障ない）旨の文書 

⑷ 共有の場合は、各々の持分を記入し、上記⑴及び⑵と同様 

⑸ 制限行為能力者のため、代理人等が同意する場合は、代理人等が自署し、

押印するとともに代理人を証する書面を添付 

 

【10．登記簿調査表（登記簿謄本）等】 

   一体利用地及び一体利用地に隣接する土地の登記簿調査表【別添３】又は

登記簿謄本を提出してください。 

   なお、登記簿調査表には、調査年月日、作成者（土地家屋調査士等）の氏

名を記載し、職印を押印してください。 



  （注）登記簿調査表に代えて、５の⑶の方法に代えても可 

 

【11．法定外公共物にかかる機能の有無又は市町村所有でないことを証する書

類（名古屋市地域の場合は不要）】 

   申請地が旧法定外公共物等の場合は市町村に申請のうえ、「法定外公共物

にかかる機能の有無について」【別添４】又は「市町村所有でないことの確

認書」を提出してください。（当局との境界確定済みの場合は省略可） 

 

【12．既往使用料確認書】 

 ⑴ 売払いする国有地を現に使用している場合は、必要となります。 

 ⑵ 様式が定められています。【別添５】 

⑶ 申請者の住所・氏名、所在地、区分欄についての留意点は売払申請書と同

じです。 

⑷ 使用数量欄は原則国有地売払数量となり、各筆毎に小数点第３位を切捨て

小数点第２位の数量までを記載してください。 

また、筆数が多くて当該欄に記載できない場合は内訳表を作成し、数量欄

には合計数量を記載してください。 

 

【13．建物の不動産登記簿又は家屋に係る固定資産税課税証明書】 

  10 年以上建物敷地として使用している場合は、建物の不動産登記簿又は

家屋に係る固定資産税課税証明書を添付してください。 

 

【14．事業計画書、利用計画書】 

大規模な開発（宅地開発、ゴルフ場等）については、事業計画書、利用計

画書を添付してください（個人住宅、事業所等小規模な場合は添付不要）。 

 

【15．代理人を証する書面】 

  申請者が制限行為能力者（未成年者、成年被後見人、被保佐人等）である

ため、法定代理人（親権者、成年後見人、保佐人等）が売払申請をする場合

は、当該代理人であることを証明する書類及び代理人の印鑑証明書 

 

【16．監督官庁の許可書（写）】 

  監督官庁の許可を必要とする場合は許可書の写しを添付してください。 

 

【17．誓約書】 

   暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定す



る暴力団等でないことの誓約書【別添６】を添付してください。（提出が不

要となるケースもありますので、予め財務局担当者にご確認願います。） 

 

【18．売買契約書又は取引事例一覧表】 

  一体利用地を５年以内に売買で取得している場合は、売買契約書の写し

又は、取引事例一覧表を添付してください。 

 

【19．登記関係】 

   表示・保存登記を必要とする物件については、所有権保存登記承諾申請書

【別添７】に土地所在図（公図）、地積測量図を２部添付して提出してくだ

さい。 

   また、登記済の物件については、所有権移転登記嘱託請求書【別添８】を

提出してください。また、住民票等については、取得日から売買契約日まで

に３ケ月を経過した場合は、新たに提出していただく必要があります。 

 

【その他】 

１.次のような事案については、適用の可否及び添付書類等が異なる場合があ

りますので、担当職員にご相談ください。 

⑴ 貸付中の財産を売払する場合 

⑵ 国有財産特別措置法及び特別法により減額売払を希望する場合 

⑶ 延納（分割納付）を希望される場合 

⑷ 未利用地等の財産を売払する場合 

 

２.申請物件が国有畦畔及び脱落地（国有地のみでは使用できない場合）の場

合において、20 年間以上所有の意思を持って平穏かつ公然に占有している

方については、取得時効を考慮した売払ができる場合がありますので担当職

員にご相談ください。 

 

３.地域性により追加で添付書類がある場合があります。 

    例えば、沼津出張所における畦畔の売払申請に対しては、民有畦畔でな

いことを確認するため、旧土地台帳、一筆限図を添付等 

 

４.開発行為に関する売払申請など、すでに取引の事例が存在している場合は、 

取引先例に関する資料の提出をお願いする場合があります。 

 

５．そのほか、財務局が必要と認める書類の添付をお願いすることがあります。 



                                            別添１  
別紙第３号様式  

令和 年 月 日 
 
 

財  務  大  臣 殿 
 
                      郵便番号      －  

住所
（ふりがな）

又は  

申請者  所 在  地               

氏名
（ふりがな）

又は  

名  称           ㊞   

℡（  ）   －    
 
 

普 通 財 産 売 払 申 請 書  
 
 

下記のとおり普通財産の売払いを受けたく、関係書類を添えて申請します。 
 

記  
 

所 在 地  区  分  種  目  構  造  
数  量  

 

（㎡）  
使用目的  摘 要  

 

   
    

 

 

 

 

    

    

    

 

作成者 住   所 

                         氏名（名称）               職印 

                         担当者氏名 

                         ℡      （   ）  -    



別添２ 

             同   意   書 

                              

                             令和  年  月  日 

 

 

私の所有地に隣接する下記国有地との境界については、申請書添付の公図写、実測図

のとおりであることを確認し、かつ売払申請人        に処分されることにつ

いても、隣接土地所有者としてなんら異議がないので同意します。 

 

                  記 

 

1.  国有地（申請物件）の表示 

 

 所在地 

 

 数 量 

 

2.  隣接土地 

 

隣  接  地 所  有  者 

所 在 地 数 量 住   所 
（持分） 

氏  名 
印 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

＊ 所有者欄は自筆でお願いします。 



所　　在　　地 地　目
登　記
原　因

登記原因
年月日

所　有　者
住所、氏名

　　　　　調査年月日 令和　年　月　日

　　　　　作成者 住　所
土地家屋調査士　 印

登記簿調査表

数量

別添３



別添４ 

 

令和  年  月  日 

 

 

           様 

 

 

市町村長 ㊞ 

 

 

法定外公共物にかかる機能の有無について 

 

 

下記の法定外公共物については機能を喪失しており、国有財産特別措置法第５

条第１項第５号の規定に基づく譲与の対象ではないことを証明いたします。 

 

記 

 

 

１．財産の所在地 

 

２．添付資料 

地図（公図の写しや位置図等）：１部 

 

（注）地図には対象財産の起終点（起点△、終点▲）を明示する。 



 別添５ 

令和  年  月  日  
   

財務大臣   殿 
  

 

住所又は  

所 在 地    
  

氏名又は  

名   称      印  
 

 

 

 

既 往 使 用 料 確 認 書 

 

 

下記国有財産について、私が           から使用しています。 

なお、使用期間中（国が売払いした場合は、売買契約締結日の前日までの期

間（使用期間が 10 年以上にわたる場合は 10 年間とする。）の使用料は、国庫へ

納付します。 

 

記 

  

所 在 地  区 分  使用数量（㎡） 備 考 

        

（注）法人の場合には、名称の下に代表者の氏名を記し、代表者印を押印すること。 



別添６ 

誓 約 書 

□ 私 

□ 当法人 

は、国と国有財産売買契約を締結するにあたり、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来にお

いても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

また、当方が下記１に該当しないことを確認するため、当方の個人情報について、国が警察当

局へ情報提供することに同意します。 

（注）借地権等譲渡承認の場合には、以下の文言を加える。 

加えて、国が当方の個人情報について警察当局へ情報提供した結果、この誓約に虚偽があるこ

とが判明した場合には、当方の情報（及び別紙「役員等一覧」に記載した情報）並びに下記１に

該当する旨を、国が借地権の譲渡人に通知することに同意します。 

記 

１ 契約の相手方として不適当な者 

(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場

合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に

実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止 

等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える 

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的 

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている 

とき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

２ 公序良俗に反する使用等 

暴力団若しくは法律の規定に基づき公の秩序を害するおそれのある団体等であることが指定

されている者の事務所又はその他これに類するものの用に供し、また、これらの用に供される

ことを知りながら、所有権を第三者に移転し又は売買物件を第三者に賃貸すること。 

契約担当官      長 殿 

年 月 日 

住所又は所在地 

氏名又は名称  

※ 法人の場合には、別紙役員一覧を添付 



別紙 

役員一覧 

役職名 氏名（ふりがな） 性別 住所 生年月日 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

（注）本様式には、法人登記の現在事項全部証明書に記載されている役員（支配人が契約を 

締結する場合には、その者も含む）全員を記載すること 



別添７ 

令和   年   月   日 

 

    財務局（財務事務所、出張所）長  殿 

 

 

 

住  所   

 

氏  名              

 

 

 

所 有 権 保 存 登 記 承 諾 申 請 に つ い て  

 

 

令和   年   月   日付をもって売払申請をしました下記物件について、売買契約

が締結され、かつ、所有権が当方に移転しましたときは、当方において直接保存登記を行

いたいので、おって承諾書を交付されるようあらかじめ申請します。 

 

記 

 

 

所  在  地 区 分 種 目 
数  量

（㎡） 
摘  要 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 

 １．土地所在図 

 ２．地積測量図 

 

 



別 添 ８  

 

令和  年  月  日 

 

   財務局（財務事務所、出張所）長 殿 

 

 住 所  

申請者 

 氏 名  

 

 

所有権移転登記嘱託請求書 
 

 

 令和  年  月  日付    契第    号をもって売買契約しました下記財産の 

所有権移転登記の嘱託について、登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）第２３条第１項 

の規定による領収証書を添えて請求します。 

 

記 

 

１．財産の所在、区分、種目、構造及び数量 

                          土地・宅地     ㎡ 

 

２．登録免許税額 

    金       円 

 

３．所有権移転年月日 

    令和  年  月  日 


